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研究成果の概要（和文）：　本研究では、アウトリーチ・スキルが高いと推測される研究者へのインタビュー調査によ
り、「ポストドクター教育」とでも表現すべきカリキュラムの必要性、研究者に俯瞰的な観点を持たせしめることの重
要性を明らかにした。次に大学等研究機関と研究者の望ましい連携体制のあり方の解明に取り組み、研究機関の広報担
当者がアウトリーチ活動は広報部門のミッションであると認識している場合に、所属研究者がアウトリーチ活動に協力
的な割合が高いことが判明し、研究者のアウトリーチ・アクティビティと所属組織の関与が関連していることが分かっ
た。以上により研究機関・研究者の望ましい連携体制のあり方について重要な示唆を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：This study identified the necessity for a curriculum that should best be 
described as “postdoctoral education” and the importance of allowing researchers to develop a bird’s 
eye view through interview research for researchers who are presumed to have high outreach skills.
Focus turned to the establishment of a desirable cooperative system between research institutes, 
including universities, and researchers, and how this system should be constructed , and it turned out 
that the collaborative rate of assigned researchers to outreach activities was high in the case where 
public relations officers of research institutes recognized that outreach activities were the mission of 
public relations departments, which found that there was an association between researchers’ outreach 
activities and their parent organizations’ involvement.

研究分野： 科学技術政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
第 3 期科学技術基本計画（平成 18 年閣議

決定）の第 4 章「 社会・国民に支持される
科学技術」の第２節には「科学技術に関する
説明責任と情報発信の強化」と題して以下の
方針が明記されている 。 
「科学技術への国民の支持を獲得すること
の基本は、科学技術の成果を国民へ還元する
ことと、それを分かりやすく説明していくこ
とである（中略）また、研究機関・研究者等
は研究活動を社会・国民に出来る限り開示し、
研究内容や成果を社会に対して分かりやす
く説明することをその基本的責務と位置付
ける。その際、多様な媒体を効果的・効率的
に活用する。研究者等と国民が互いに対話し
ながら、国民のニーズを研究者等が共有する
ための双方向コミュニケーション活動であ
るアウトリーチ活動を推進する。このため、
競争的資金制度において、アウトリーチ活動
への一定規模での支出を可能にする仕組み
の導入を進める」とある。 
1996 年に第 1 期科学技術基本計画が閣議決
定されスタートして以降、上記の第 3 期基本
計画が終了するまでの 15 年間にわたって累
計で 60 兆円近い公的資金が科研費その他の
公的助成として国内の大学や研究機関に支
出されたという背景の下で、科学研究の成果
を分かりやすく納税者である国民に情報発
信することが強く求められるようになった。
また科学研究への国民の理解と期待に応え
ていくというミッションをも合わせて科学
研究者は求められるようになった。 
こうした社会的背景の下で、アウトリーチ
活動を有効に展開していくためには、実務を
担う研究者と研究機関職員のアウトリー
チ・スキル向上が重要な鍵となると考えられ
た。また大学等研究機関の広報業務・部門の
役割は益々重要になってきていた。 
 
２．研究の目的 
上記に記述した社会的背景の下で、科学技

術イノベーションを担う研究者と国民を繋
ぐ双方向の科学コミュニケーション活動で
あるアウトリーチ活動は、今後より重要にな
る。アウトリーチ活動を有効に展開していく
ためには、実務を担う研究者と研究機関職員
のアウトリーチ・スキル向上が重要な鍵とな
ると考えられる。 
本研究においては研究者・研究機関職員を

対象としたアウトリーチ・スキルを向上させ
るための教育プログラム作成の基礎データ
として、現状において高いアウトリーチ・ス
キルを有する研究者・研究機関職員の資質形
成過程を明らかにする。同時に研究機関内に
おける研究者と研究機関職員の望ましい連
携体制のあり方について解明を行う。 
また研究機関内における研究者・研究機関

職員の望ましい連携体制の解明の課題につ
いては、研究活動が活発で、社会へ向けた情
報発信活動を熱心に推進している研究機関

において、研究者と研究機関職員が密接な連
携体制を構築している実例の抽出に、研究代
表者は成功しているので、そうした実例の当
事者である研究者と研究機関職員に詳細な
分析を行い、どのような研究組織運営を行え
ば有効なアウトリーチ活動が可能になるか
を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
研究方法として、構造化インタビュー調査

並びに国内大学等研究機関向け質問票調査
結果の詳細な分析を行った。 
 
①構造化インタビュー調査によるアウトリ
ーチ・スキル醸成過程の解明 
アウトリーチ・スキルの高い研究者は、自

己の研究分野と社会的活動を連結させるこ
とに熱心な研究者に多いことが先行研究の
成果から判明している。こうした研究者達の
アウトリーチ・スキル醸成過程を、徹底した
構造化インタビュー調査、文献調査等によっ
て明らかにし、普遍的な教育プログラムに応
用できる要素を明らかにした。 
初年度の平成 23 年度は、上記の構造化イ

ンタビュー調査によりアウトリーチ・スキル
の高い研究者・研究機関職員の資質形成過程
の解明に主眼を置いて調査研究を実施した。 
アウトリーチ・スキルが高いと考えられる

研究者・研究機関職員を対象にインタビュー
調査を実施した。 
 
②国内大学等研究機関向け質問票調査結果
の詳細分析 
平成 24 年度と 25 年度は、研究機関・研究

者の望ましい連携体制の解明の2点に主眼を
置いた調査研究を実施した。この課題は、研
究代表者が実施した科学研究費補助金基盤
研究（C）「定量的研究機関評価・研究評価の
ための『アウトリーチ指数』開発可能性の研
究」において平成 21 年 3月と 22 年 3月に実
施した国内研究機関向けのアンケート調査
で入手した知見に基づき、研究機関内におけ
る研究者・研究機関職員の望ましい連携体制
の解明を行った。 
本調査においては研究活動が活発で、社会

へ向けた情報発信活動を熱心に推進してい
る研究機関において、研究者と研究機関職員
が密接な連携体制を構築している実例の抽
出に成功している。そうした実例の当事者で
ある九州大学、北陸先端科学技術大学院大学
等の研究機関職員にインタビュー調査を行
った。 
最終年度の平成 26 年度は、25 年度の課題

に引き続き取組み、影響要素間の分析を行う
ことによりアウトリーチ・スキルを醸成でき
る、大学学部、大学院教育及びポストドクタ
ー教育等に適用可能なカリキュラム原案開
発に役立つ知見を得た。本知見を活用して、
研究代表者が所属する国立大学法人九州大
学の大学院教育において教育実践を行った。 



 
４．研究成果 
平成 23 年度から 24 年度までに実施した、

調査研究項目ごとの研究成果を以下に報告
する。 
 
①アウトリーチ・スキルの高いと考えられる

研究者の抽出の成功 
アウトリーチ・スキルが高いと推測される

理工系大学研究者の抽出を大型商業データ
ベース検索によって実施した。 
方法として LCA（生産技術の環境影響を評

価するシステム：Life Cycle Assessment）
の社会への普及活動を推進しているLCA関連
学会の役員に就任している大学研究者のア
ウトリーチ・アクティビティを以下の方法で
測定した。LCA 関連学会を選択した理由は、
LCA が環境影響評価の有効なツールであり、
社会との繋がりを重視する研究者が多く参
加していると推定したためである。 
実際には以下の要領で検索を行った。 

先ず LCA 関連学会役員に就任している研究
者グループの一般社会へのマスメディア（全
国紙の新聞記事）を通したアウトリーチ・ア
クティビティの度合を測定した。測定は大型
商業データベース検索（日経テレコン）を用
いて、当該関連分野の研究者のアウトリーチ
活動に関する情報収集を行い、定量的な分析
を行った。さらにアウトリーチ度合を定性評
価するため、マスメディアで取り上げられた
新聞記事等の閲覧により、その内容について
の定性的分析も行った。調査・分析方法は、
対象研究者の掲載記事の検索にあたり、検索
期間を 1995 年度から 2004 年度までの 10 年
間とし、メディアとして朝日、読売、毎日、
日本経済新聞の４全国紙と日経産業新聞の
１紙を選定した。記事の検索にあたっては研
究者名による検索を行い、関連記事の抽出を
行った。 
調査結果は以下の通りであった。 
本研究の目的である大学研究者の社会へ

のアウトリーチ実態として以下の事実を指
摘できる。 
LCA の日本社会への普及に貢献したと推測

される大学研究者グループ（LCA 関連学会の
役員に就任している大学研究者）のマスメデ
ィア（本研究では全国一般紙と産業紙等の新
聞）における掲載件数を指標として、日本 LCA
フォーラムが設立された1995年から日本LCA
学会が設立された 2004 年の翌年までの 10年
間で、全国紙の新聞というマスメディアを通
じた社会への情報発信において、LCA 関連学
会の役員を務める中心的担い手の研究者 18
名中のA氏とB氏の2名が86.5％の対象記事
件数を占めることが分かった（表１を参照）。 
こうした情報発信が、LCA の日本社会への

周知・普及にあたって重要な役割を果たした
可能性は大きいと推測された。 
 
 

表１ 検索結果（記事件数） 

氏名 所属 学会 

役職 

記事件数 

A 氏 大学 顧問 84 

B 氏 大学 顧問 153 

C 氏 大学 会長 3 

D 氏 大学 副会長 3 

E 氏 大学 理事 3 

F 氏 大学 理事 0 

G 氏 大学 理事 20 

H 氏 大学 理事 4 

I 氏 大学 理事 1 

J 氏 大学 理事 0 

K 氏 大学 理事 0 

L 氏 大学 理事 0 

M 氏 大学 理事 0 

N 氏 大学 理事 0 

O 氏 大学 理事 0 

P 氏 大学 理事 0 

Q 氏 大学 監事 0 

R 氏 
大学 各種委員

長 

3 

合計 274 

 
②構造化インタビュー調査によるアウトリ
ーチ・スキル醸成過程の解明 
①のデータベース調査により抽出された、

LCA 学会会員であり工学系でかつ環境対策技
術のLCAをテーマとした論文を発表している
研究者2名への構造化インタビュー調査を実
施した。同調査結果から、研究者が環境意識
を育む要素として次の 3点を抽出した。 
（ⅰ）1960 年代～70 年代にかけての公害問

題の原体験 
（ⅱ）研究者が取り組む研究分野全体を俯瞰

的に眺める経験（本事例の場合は研究
分野を包括的に若手研究者、学生、市
民に紹介するシリーズ形式叢書の編



集業務に携わったこと） 
（ⅲ）自己の研究分野に限界が存在しうると

いう危機意識の醸成。エネルギー資源
や環境の限界によって研究者自身が
自己の研究分野の限界を意識する経
験（本事例の場合はローマクラブレポ
ート『成長の限界』との接触） 

以上のインタビュー結果からは、「ポスト
ドクター教育」とでも表現すべきカリキュラ
ムの必要性、研究者に俯瞰的な観点を持たせ
しめることの重要性とその困難性、初等中等
教育段階における ESD（持続可能性教育）の
充実の必要性。教育内容として「環境配慮は、
結局は業務・製品の効率化につながる」、「環
境配慮は、あらゆる人間活動の持続可能性を
担保する」という観点を教育で伝えることの
必要性が示された。 
 
③国内大学等研究機関向け質問票調査結果

の詳細分析結果から得られた知見 
平成 24年度から 25年度の研究成果として、

研究機関と研究者の望ましい連携体制のあ
り方の解明に主眼を置いて調査研究を実施
した。この課題は、研究代表者が実施した科
研費補助金基盤研究（C)「定量的研究機関評
価・研究評価のための『アウトリーチ指数』
開発可能性の研究」において、平成 21 年 3
月と 22 年 3 月に実施した大学等の国内研究
機関質問票調査で入手したデータ分析を中
心に行った。分析に使用したデータの概要は
次の通り。調査対象：国公私立大学等合計 150
件。抽出基準：平成 20 年度科研費補助金採
択配分額上位 100 位までの大学。科研費等公
的資金の採択の多い研究機関では、アウトリ
ーチ活動の実施がより強く求められると想
定されるため。サンプル数：100 件（回収率
66.7％）。分析には IBM SPSS Statistics 
Ver.21.0 を使用しクロス集計を行った。 
 
表２ 広報担当者の役割分担の意識と研
究者の協力度合いのクロス集計結果 

（表内の実数は件数） 

 

役割分担の意識 
合計 

共に 別々に 

研究者

の協力

度合い 

高い 
68 0 68 

75% 0% 75% 

低い 
16 7 23 

17.6% 7.7% 25% 

合計 
84 7 91 

92.3% 7.7% 100% 

 
その結果、大学等研究機関の経営層（理事
等）が、広報活動の運営に積極的に関与して
いる場合に、所属研究者のアウトリーチ活動
への協力が強い割合は 60.2％と高いことが

判明した（p=0.005）。また、広報担当者がア
ウトリーチ活動は広報部門のミッションで
あると認識している（広報部門が個々の研究
者と協働すべきと考える研究機関も含めて）
組織は、その所属研究者がアウトリーチ活動
に協的な割合が約 75％と非常に高いことが
判明した（表２を参照 P=0.000）。この分析
結果から、大学等研究機関において、研究者
のアウトリーチ活動への指向性と所属研究
機関の組織的関与が密接に関連しているこ
とが明らかとなった。 
以上の成果から、研究機関・研究者の望ま

しい連携体制のあり方について重要な示唆
を得ることができた。 
 
④九州大学における研究組織内のアウトリ
ーチ・アクティビティの調査結果 
最終年度の平成 26 年度は、③の知見を基

に、研究代表者が所属する国立大学法人九州
大学の広報担当者へのインタビュー調査を
実施し、実際に広報担当者の意識の実態把握
と所属研究者のアウトリーチ・アクティビテ
ィの関連について深堀調査を行った。その結
果、九州大学においては、平成 26 年度現在，
外部社会への情報発信は教員等研究者の自
主性にまかされていることが分かった。また
研究者としてのアクティビティの高い教員
等研究者ほど外部社会へのアウトリーチ・ア
クティビティが高いという印象を広報担当
者が有していることが分かった。 
 
以上の①～④の成果に踏まえて、平成 26

年度に九州大学の大学院共通教育科目にお
いて大学院生を対象としたアウトリーチ・ス
キル醸成ための教育実践を試行した。本試行
の詳細は後述の〔学会発表〕の②と③を参照
頂きたい。 
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